
第 2 回 下水道における放射性物質対策に関する検討会 

議事次第 
 

日時：平成23年7月25日（月） 15:00～17:00 
場所：日本下水道協会 大会議室 

 
                                        
１．開  会 
 
２．座長挨拶 
 
３．議  事 
（１）前回議事要旨の確認について 
 
（２）処理場周辺地域の環境について 
 
（３）下水処理場における放射性物質の挙動について 
 
（４）その他 
  
 
４．閉  会 



【配布資料】 
 
資料1   「下水道における放射性物質対策に関する検討会 委員名簿」 
 
資料２   「第１回下水道における放射性物質対策に関する検討会議事要旨」 
 
資料３   「処理場周辺地域の環境について」 
 
資料４   「下水処理場における放射性物質の挙動について」 
 
参考資料１  「放射性物質が検出された上下水処理等副次産物の当面の取扱いに関する考え方について」 

 
参考資料２ 「福島県内の災害廃棄物の処理の方針」 
 
参考資料３ 「汚泥肥料中に含まれる放射性セシウムの取扱いについて」 
 
参考資料４ 「情報提供例」 



資料１

委員（座長以外五十音順）

氏   名 所                   属

○ 楠田哲也 北九州市立大学国際環境工学部教授

　  木村英雄 独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究センター廃棄物安全研究グループ研究主幹

    佐藤弘泰 東京大学大学院新領域創成科学研究科准教授

    杉浦紳之 近畿大学原子力研究所教授

    鈴木   穣 独立行政法人土木研究所材料資源研究グループ長

    高岡昌輝 京都大学大学院工学研究科教授

    中沢   均 日本下水道事業団技術開発審議役兼国際室長

    森口祐一 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授

    森澤眞輔 京都大学名誉教授

 ○　座長

特別委員

成田良洋 福島県土木部下水道課長

下水道における放射性物質対策に関する検討会委員

松浦將行 東京都下水道局流域下水道本部長

事務局

国土交通省水管理・国土保全局下水道部

国土交通省国土技術政策総合研究所

(社)日本下水道協会



資料２ 
第 1 回 下水道における放射性物質対策に関する検討会 議事要旨 

 
日時：平成 23 年 6 月 17 日 10:00～12:30 

場所：（社）日本下水道協会 5 階大会議室 

 
出席委員：楠田座長、木村委員、佐藤委員、杉浦委員、鈴木委員、山本代理委員（中沢委員

の代理）、森澤委員、成田特別委員、松浦特別委員 

事務局：松井部長、岡久事業課長、佐々木流域管理官、堀江部長、佐伯理事 

国土交通省都市・地域整備局下水道部、国土技術政策総合研究所下水道研究部 

（社）日本下水道協会  

※座長の挨拶までは公開で行われ、会議は非公開で行われた。 

 
（１） 事務局挨拶 

 
（２） 座長選任 

・楠田委員を座長に選任 

 
（３） 下水道における放射性物質対策に関する検討会設置趣旨について 

・事務局から検討会設置趣旨について説明 

 
（４） 下水処理場における放射性物質の挙動について 

【検討】 

・雨水マス等の調査もできないか。清掃等の対策もありうる。 

・流量把握が必要。また、排ガスの粒子除去率と放射性セシウム除去率の相関が把握で

きれば粒子除去率で処理効率を把握可能と考える。 

・放射性物質が下水処理場内で循環・滞留している可能性があるので、高濃度汚染を受

けたものは一度系外に出すという対応策も考えられる。この点を判断できるような収

支把握を行った方がよい。 

 

 

 

 

 

 



（５） 検討事項について 

 【検討】 

下水道はフローのシステムであり、保管のシステムではない。仮置きはフローの一部

とみなせるとしても、保管するには、フローのシステムを前提として立てられている今

の計画から変えていく必要がある。 

① 放射性物質の挙動 

・降雨状況と流入放射性物質負荷の経時変化等の関連把握が必要。 

・放射性物質は無機物に吸着して流入、初沈汚泥にかなり移行と考えられ、初沈汚泥の

分析細分化と経時変化把握により、最適処理方法検討の参考となる。 

② モニタリング手法について 

・下水処理システムでセシウムのマスバランスを把握することで、モニタリングの効率

化を図ることが可能となる。 

・核種分析結果と空間線量結果の相関が取れれば、必ずしも常に核種を分析する必要は

ない。 

③ 保管・仮置きについて 

・下水処理・処分等の実情に応じた現実的方法が必要。 

④ 周辺住民への安全性の配慮 

・基本は、周辺住民の線量が 1mSv／年未満、作業員の線量も出来る限り 1mSV／年未

満、再利用ではクリアランスレベルである 10μSv／年未満であり、これを担保する

ために何をすべきか、という視点で捉える必要がある。 

⑤ 周辺住民への情報提供のあり方 

・数字だけ出すのではなく、効果的な PR の工夫が必要。 



資料３ 

 
処理場周辺地域の環境について 

 
１． 排気等における放射性物質について  

 
・今後のモニタリングについて（手法、頻度等）  

下水汚泥の焼却施設等の排気の放射性物質の調査方法については、大気汚染防止

法やダイオキシン類対策特別措置法等の測定方法を参考にしつつ、信頼性ある現実

的かつできるだけ簡便な調査手法を検討していくこととする。  

ガス状物質を吸収  粒子状物質を捕集

ろ紙等  

 
                     （京都大学高岡先生の測定法に準拠） 

図 排気の調査方法案  
 
 

 
 



資料３ 

 
 

２． 放射性物質が検出された脱水汚泥等の場内保管方法について  
 
「放射性物質が検出された上下水処理等副次産物の当面の取扱に関する考え方」

で示されている仮置きの際の留意事項（保管方法について）については以下に示す

通りである。  
・脱水汚泥等を仮置きする際には、脱水汚泥等が飛散しないよう覆うこと  
・土壌の上に置く場合は遮水シート等を敷くこと  
・雨水浸入防止のための遮水シート等で覆う、あるいはテントや屋根などで被覆す

ること  
 
これらの留意事項に対して、脱水汚泥等の仮置きが行われている処理場で、現在

どのように仮置きを行っているかを確認するため、脱水汚泥等から放射性物質が検

出された下水処理場を対象に、脱水汚泥等の保管方法について抽出調査を行った。  
その結果、回答のあった処理場については、留意事項に対応した仮置きを行って

いることが確認された。  
 
◇調査概要  
処理場数：48（岩手、宮城、福島、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、静岡、新潟） 
【屋内保管】：38 処理場  
  耐水性材料等での梱包：37 

遮水シート等で被覆：1 
 

【屋外保管】：19 処理場  
  遮水シート等を敷く＋遮水シート等で被覆＋耐水性材料等での梱包：18 

遮水シート等を敷く＋遮水シート等で被覆           ：1 
 

なお、保管している脱水汚泥等の腐敗により、メタン等の可燃性ガスや硫化水素

等の有害ガスが発生する場合があるため、ガスの測定、またはより簡易な代替手段

として、発酵熱のモニタリング等を行うことによりガスの発生状況を確認し、必要

に応じて換気等の対策を講じることが望ましい。  
 
３． 周辺地域への情報提供について  
 
 大半の地方公共団体において、下水処理場内・敷地境界等の空間線量率のモニタ

リングが行われ、結果が公表されていた。周辺地域への情報提供の方法としては、

HP による公表、掲示による広報等が行われていた。  
測定結果の提供とあわせて、放射線に関する基礎知識、市街地等の空間線量率を

併せて示す等、住民の理解を助ける工夫も行われていた。  



資料３－２ 

保管状況写真保管状況写真 

1 

【屋内保管】耐水性材料等で梱包 【屋 保管】耐水性材料等 梱包

2 

【屋内保管】耐水性材料等で梱包【屋 保管】耐水性材料等 梱包

3 

【屋外保管】遮水シート等を敷く 
＋遮水シート等で被覆       ＋遮水シ ト等で被覆 

        ＋耐水性材料等での梱包 

4 



【屋外保管】遮水シート等を敷く 
＋遮水シート等で被覆        ＋遮水シ ト等で被覆

        ＋耐水性材料等での梱包 

5 

【屋外保管】遮水シート等を敷く 
＋遮水シ ト等で被覆        ＋遮水シート等で被覆  

6 

【屋外保管】遮水シート等を敷く 
＋遮水シ ト等で被覆        ＋遮水シート等で被覆 

        ＋耐水性材料等での梱包 

7 

【屋外保管（予定）】遮水シート等を敷く 
＋遮水シ ト等 テントで被覆        ＋遮水シート等・テントで被覆 

        ＋耐水性材料等での梱包 

8 



資料４ 

 
 

 
下水処理場における放射性物質の挙動について 

 
下水処理場における放射性物質（主にセシウム）の挙動を把握するため、4 箇所

の処理場を対象にグラブサンプリングによる調査を行った。結果として、次のこと

が明らかとなった。  
 
○下水処理システムに保持されている放射性物質は、長期的には減少傾

向である。 

晴天時には、流入下水由来の流入量よりも、脱水汚泥の排出等による系外への流

出量の方が大であり、長期的には下水処理システムに保持されている放射性物質は

減少する傾向にある。  
 
○脱水汚泥等の放射能濃度の減少は、流入下水の放射能濃度の減少から

時間的に遅れて現れる。 

脱水汚泥等の放射能濃度は、生物反応タンクに保持されている放射性物質の量に

大きく影響されると考えられる。流入下水中の放射性物質が減少し、生物反応タン

ク等に保持されている放射性物質が減少した後に、脱水汚泥等の放射能濃度が減少

すると想定される。従って、脱水汚泥等の放射能濃度の減少は、流入下水の放射能

濃度の減少から時間的に遅れて現れる。  
 
○下水処理システム内で放射性物質が循環しているが、放射性物質の減

少への影響は小さい。 

晴天時は放射性物質の流入が少ないが、返送汚泥や汚泥処理系等からの返流水に

より放射性物質が生物反応タンクへ再度流入している。従って、下水処理システム

内で放射性物質が循環していることになるが、脱水汚泥の排出等による系外への移

動量と比較すると量が小さいため、放射性物質の減少への影響は小さい。  
 
 
以上より、下水処理システムに保持されている放射性物質は、長期的には減少傾

向であった。  
 
今後は、より詳細な調査を通じて、収支の正確な把握に努めるとともに、雨天時

における放射性物質の流入の実態把握等にも取り組む予定。  



③
A 処理場

資料４－２ 下水処理場の放射性物質の挙動 
（参考）管理型処分
場の処理水等濃度

最初沈殿池 生物反応 最終沈殿池 消毒 放流水② 
③  ⑤  ⑥ 

② （144）

③ (108) 
131I   ND 
134Cs  27 
137Cs  28 

⑥ (30) 
131I   ND 
134Cs    8 
137Cs    8  

⑤ 
131I     ND 
134Cs   200 
137Cs   200 

A 処理場  場の処理水等濃度
限度＊ 
  134Cs 60 Bq/L 
  137Cs 90 Bq/L 
 割合の和が1以下 

最初沈殿池 生物反応
タンク 

最終沈殿池  消毒  放流水 

①  ⑦ 

② （144） 
131I    ND 
134Cs   33 
137Cs   40  凡例 

各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を

流入下水 
沈砂池 

生汚泥

返送汚泥 
① ⑦

① (63) 
131I    ND 
134Cs   13 
137C 19

④ (90) 
131I         ND  
134Cs 4,400

⑦  
131I      ND  
134Cs 550

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の生汚泥 

余剰汚泥 
返流水 

④ 
137Cs   19  Cs  4,400

137Cs  4,900 
Cs 550 

137Cs  570 

(70) 
131I ND

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑨ ⑨(0.2) 

I     ND 
134Cs  550 
137Cs  570 

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

＊管理型処分場の
処理水濃度限度

脱水 （脱水分離液） 

⑧

⑪

131I  ND 
134Cs   20 
137Cs   37 

⑧ (69) 
131I       ND  
134Cs  2,900 
137Cs  3,300  

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

濃 限
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年

経済産業省告示第

脱水汚泥 ⑩ 

⑪⑪ (4) 
131I      ND 
134Cs   190 
137Cs   210 

⑩ (100) 
131I          ND  
134Cs  37,000 
137Cs  42,000 

射性物質の収支はとれていない。

1 

経済産業省告示第
187号）第9条に定める

濃度限度（周辺監視
区域の外側の境界に
おける水中の濃度） 

③ (ND)  ⑥ (ND)⑤B 処理場

下水処理場の放射性物質の挙動 

最初沈殿池  生物反応
タンク

最終沈殿池  消毒  放流水 ② 
③  ⑤  ⑥ 

② (530) 
131I ND

③ ( )
131I     ND 
134Cs  ND 
137Cs  ND 

⑥ (ND)
131I   ND 
134Cs  ND 
137Cs    ND  

⑤ 
131I      ND 
134Cs     66 
137Cs     86 

B 処理場 

流入下水

タンク 

返送汚泥
①  ⑦ 

I    ND 
134Cs   10 
137Cs   13 

凡例 
各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を流入下水 

沈砂池 

生汚泥 

返送汚泥

④

① (ND) 
131I    ND 
134Cs   ND 
137Cs   ND 

④ (29) 
131I        ND  
134Cs     67 
137Cs     87

⑦ 
131I      ND  
134Cs    72 
137Cs 100

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の

余剰汚泥 返流水 
④ 

Cs  100 

(78) 
131I      ND  
134Cs 72

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑧
⑨ ⑨ (ND) 

131I    ND 

⑧ (66) 
131I    ND  
134Cs  200 
137C 200

Cs    72
137Cs  100 

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND 
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

脱水 （脱水分離液） 

⑧ 

⑪

134Cs   ND 
137Cs   ND 

⑪ (ND)

137Cs  200 

⑩ (100)
洗浄排水 (2) 

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

⑩ 

⑪⑪ (ND) 
131I      ND 
134Cs   ND 
137Cs   ND 

⑩ (100) 
131I        83  
134Cs  2,600 
137Cs  3,000 

洗浄排水 ( )
131I     94 
134Cs  470 
137Cs  500  2 

射性物質の収支はとれていない。 

脱水汚泥 



③ (ND) ⑥ (ND)⑤C 処理場

下水処理場の放射性物質の挙動 

最初沈殿池  生物反応
タンク

最終沈殿池  消毒  放流水 ② 
③  ⑤  ⑥ 

② (ND) 
131I ND

③ ( )
131I   ND 
134Cs  ND 
137Cs  ND  

⑥ (ND) 
131I   ND 
134Cs  ND 
137Cs  ND 

⑤
131I  ND 
134Cs ND 
137Cs ND  

C 処理場 

流入下水

タンク

返送汚泥
①  ⑦ 

I    ND 
134Cs   ND 
137Cs   ND  

凡例 
各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を流入下水 

沈砂池 

生汚泥 

返送汚泥 

④

① (ND) 
131I  ND 
134Cs ND 
137Cs ND  

④ (ND) 
131I    ND  
134Cs   ND 
137Cs   ND  

⑦ 
131I     ND  
134Cs  21 
137Cs 25

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の

余剰汚泥 返流水 
④ 

Cs  25 

(115) 
131I   ND  
134

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑧
⑨ ⑨ (ND) 

131I  ND  ⑧ (166) 

134Cs 21 
137Cs 25  

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND 
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

脱水 （脱水分離液） 

⑧ 

⑪ 

134Cs ND
137Cs ND  

⑪ (ND)

⑧ ( )
131I    ND  
134Cs  100 
137Cs  130  

⑩ (100)

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

⑩ 

⑪⑪ (ND) 
131I    ND 
134Cs   ND 
137Cs   ND  

⑩ (100) 
131I    ND  
134Cs  570 
137Cs  620   3 

射性物質の収支はとれていない。 

脱水汚泥 

D 処理場 ③ (ND)  ⑥ (ND)⑤

下水処理場の放射性物質の挙動 

最初沈殿池  生物反応
タンク

最終沈殿池  消毒  放流水 ② 
③  ⑤  ⑥ 

D 処理場 

② (ND) 
131I ND

③ ( )
131I   ND 
134Cs  ND 
137Cs  ND  

⑥ (ND) 
131I   ND 
134Cs  ND 
137Cs  ND 

⑤ 
131I   ND 
134Cs   9 
137Cs 11  

流入下水

タンク 

返送汚泥
①  ⑦ 

I    ND 
134Cs   ND 
137Cs   ND  

凡例 
各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を流入下水 

沈砂池 

生汚泥 

返送汚泥

④

① (ND) 
131I  ND 
134Cs ND 
137Cs ND

④ (395) 
131I    ND  
134Cs   26 
137Cs   36  

⑦ 
131I     ND  
134Cs  12 
137Cs 20

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の

余剰汚泥 返流水 

④ 
Cs ND Cs  20 

(406) 
131I    ND  
134Cs 12

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑧
⑨ ⑨ (893) 

131I  ND 
⑧ (107) 
131I   ND  
3

137Cs 20  

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

脱水 （脱水分離液） 

⑧

⑪ ⑪ (ND) ⑩ (100)

134Cs 25 
137Cs 30  

134Cs  13 
137Cs  25  

洗浄排水 (ND) 

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

脱水汚泥 ⑩ 

⑪⑪ (ND) 
131I    ND 
134Cs ND 
137Cs  ND 

⑩ (100) 
131I   ND  
134Cs  200 
137Cs  230 

洗浄排水 ( )
131I   ND 
134Cs  ND 
137Cs  ND  4 

射性物質の収支はとれていない。 



資料４－３ 下水処理場の放射性物質の挙動（参考） 
（参考）管理型処分
場の処理水等濃度放射能濃度がNDの場合に 

最初沈殿池 生物反応 最終沈殿池 消毒 放流水② 
③  ⑤  ⑥ 

② （144）

③ (108) 
131I   <11 
134Cs    27 
137Cs    28 

⑥ (30) 
131I   <5 
134Cs    8 
137Cs    8  

⑤  
131I      <15 
134Cs    200 
137Cs    200 

A 処理場 

場の処理水等濃度
限度＊ 
  134Cs 60 Bq/L 
  137Cs 90 Bq/L 
 割合の和が1以下 

検出下限値を示した参考図 

最初沈殿池 生物反応
タンク 

最終沈殿池  消毒  放流水 

①  ⑦ 

② （144） 
131I    <10 
134Cs     33 
137Cs     40  凡例 

各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を

流入下水 
沈砂池 

生汚泥

返送汚泥 
① ⑦

① (63) 
131I    <8 
134Cs   13 
137C 19

④ (90) 
131I         <62  
134Cs 4,400

⑦  
131I     <21  
134Cs 550

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の生汚泥 

余剰汚泥 
返流水 

④ 
137Cs   19  Cs 4,400

137Cs  4,900 
Cs 550 

137Cs  570 

(70) 
131I <21

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑨ ⑨(0.2) 

I    <21  
134Cs  550 
137Cs  570 

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

＊管理型処分場の
処理水濃度限度

脱水 （脱水分離液） 

⑧

⑪

131I   <9 
134Cs   20 
137Cs   37 

⑧ (69)
131I        <47  
134Cs  2,900 
137Cs  3,300  

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

濃 限
（実用発電用原子炉
の設置、運転等に関
する規則の規定に基
づく線量限度等を定
める告示（平成13年

経済産業省告示第

脱水汚泥 ⑩ 

⑪⑪ (4) 
131I     <16 
134Cs   190 
137Cs   210 

⑩ (100) 
131I       <270  
134Cs  37,000 
137Cs  42,000 

射性物質の収支はとれていない。 

1 

経済産業省告示第
187号）第9条に定める

濃度限度（周辺監視
区域の外側の境界に
おける水中の濃度） 

③ (ND) ⑥ (ND)⑤放射能濃度がNDの場合に 

下水処理場の放射性物質の挙動（参考） 

最初沈殿池  生物反応
タンク

最終沈殿池  消毒  放流水 ② 
③  ⑤  ⑥ 

② (530) 
131I <7

③ (ND)
131I     <7 
134Cs  <7 
137Cs  <8 

⑥ (ND)
131I   <7 
134Cs  <7 
137Cs    <9  

⑤  
131I     <12 
134Cs     66 
137Cs     86 B 処理場 

検出下限値を示した参考図 

流入下水

タンク 

返送汚泥
①  ⑦ 

I    7 
134Cs   10 
137Cs   13 

凡例 
各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を流入下水 

沈砂池 

生汚泥 

返送汚泥

④

① (ND) 
131I    <6 
134Cs   <7 
137Cs   <8 

④ (29) 
131I        <11  
134Cs         67 
137Cs         87 

⑦ 
131I     <12  
134Cs    72 
137Cs 100

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の

余剰汚泥 返流水 
④ 

Cs  100 

(78) 
131I      <12  
134Cs 72

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑧
⑨ ⑨ (ND) 

131I    <8 

⑧ (66) 
131I   <14  
134Cs  200 
137C 200

Cs    72 
137Cs   100 

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND 
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

脱水 （脱水分離液） 

⑧ 

⑪

134Cs   <7 
137Cs   <8 

⑪ (ND)

137Cs  200 

⑩ (100)
洗浄排水 (2) 

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

⑩ 

⑪⑪ (ND) 
131I      <7 
134Cs   <9 
137Cs   <8 

⑩ (100) 
131I          83  
134Cs  2,600 
137Cs  3,000 

洗浄排水 ( )
131I     94 
134Cs  470 
137Cs  500  2 

射性物質の収支はとれていない。 

脱水汚泥 



③ (ND) ⑥ (ND)⑤
放射能濃度がNDの場合に 

下水処理場の放射性物質の挙動（参考） 

最初沈殿池  生物反応
タンク

最終沈殿池  消毒  放流水 ② 
③ ⑤  ⑥ 

② (ND) 
131I <9

③ (ND)
131I   <6 
134Cs  <8 
137Cs  <7  

⑥ (ND) 
131I   <7 
134Cs  <8 
137Cs  <8 

⑤
131I  <7 
134Cs <7 
137Cs <8  C 処理場 

検出下限値を示した参考図 

流入下水

タンク

返送汚泥
①  ⑦ 

I     9
134Cs   <9 
137Cs   <7  

凡例 
各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を流入下水 

沈砂池 

生汚泥 

返送汚泥 

④

① (ND) 
131I  <6 
134Cs <7 
137Cs <8  

④ (ND) 
131I    <6  
134Cs   <7 
137Cs <10

⑦ 
131I     <9  
134Cs  21 
137Cs 25

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の

余剰汚泥 返流水 
④ 

Cs  25 

(115) 
131I    <9  
134

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑧
⑨ ⑨ (ND) 

131I  <6  ⑧ (166) 

134Cs 21
137Cs 25  

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND 
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

脱水 （脱水分離液） 

⑧ 

⑪ 

134Cs <7 
137Cs <7  

⑪ (ND)

⑧ ( )
131I   <11 
134Cs  100 
137Cs  130  

⑩ (100)

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

⑩ 

⑪⑪ (ND) 
131I    <7 
134Cs   <6 
137Cs   <7  

⑩ (100) 
131I     <26  
134Cs  570 
137Cs  620   3 

射性物質の収支はとれていない。 

脱水汚泥 

③ (ND) ⑥ (ND)⑤
放射能濃度がNDの場合に 

下水処理場の放射性物質の挙動（参考） 

最初沈殿池  生物反応
タンク

最終沈殿池  消毒  放流水 ② 
③  ⑤  ⑥ D 処理場 

② (ND) 
131I <8

③ (ND) 
131I   <6 
134Cs  <8 
137Cs  <7  

⑥ (ND) 
131I   <8 
134Cs  <7 
137Cs  <9 

⑤ 
131I  <7 
134Cs   9 
137Cs 11  

検出下限値を示した参考図 

流入下水

タンク 

返送汚泥
①  ⑦ 

I     8 
134Cs   <9 
137Cs   <8  

凡例 
各プロセスでの１日あたりの放射能
の移動量（134C 137C ） （B /d） を流入下水 

沈砂池 

生汚泥 

返送汚泥

④

① (ND) 
131I  <8 
134Cs <8 
137Cs <8

④ (395) 
131I    <9 
134Cs   26 
137Cs   36  

⑦ 
131I     <9  
134Cs  12 
137Cs 20

の移動量（134Cs+137Cs） （Bq/d） を、 
 放射能濃度（Bq/kg） ×  
１日あたりの流量・発生量（kg/d） 
として計算し、 

脱水汚泥の１日あたりの放射能の

余剰汚泥 返流水 

④ 
Cs 8   Cs 20  

(406) 
131I    <9  
134Cs 12 

① (63) 
131I ND

移動量（排出量）を100とした場合の、

各プロセスの放射能の移動量の相
対値を示す。 

濃縮 （濃縮分離液） 

⑧
⑨ ⑨ (893) 

131I  <9 
⑧ (107) 
131I   <9  
3

137Cs 20  

（注）グラブサンプリング（ある１時点
での試料採取）による調査結果に基

131I    ND
134Cs   13 
137Cs   19 

放射能濃度
（Bq/kg） 

脱水 （脱水分離液） 

⑧

⑪ ⑪ (ND) ⑩ (100)

134Cs 25 
137Cs 30  

134Cs  13 
137Cs  25  

洗浄排水 (ND) 

での試料採取）による調査結果に基
づき、調査時点での濃度と流量等か
ら、放射性物質の移動量を試算し、挙
動として示している。 

時間的なばらつき等があるため、放

脱水汚泥 ⑩ 

⑪⑪ (ND) 
131I    <8 
134Cs <9 
137Cs <9 

⑩ (100) 
131I    <16  
134Cs  200 
137Cs  230 

洗浄排水 ( )
131I   <8 
134Cs  <9 
137Cs  <8  4 

射性物質の収支はとれていない。 
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